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２．実施状況

３．総合診断
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1．事業の概要
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〇私立高等学校等の授業料の助成を実施することにより、保護者の経済的負担を軽減した。

　対象人数：546人
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0 0

6,641

項目 Ｈ27 Ｈ29

事
業
費

人
件
費

その他

計（A）

0

対前年比

財
源

事業費合計（C＝A＋B）

直
接
経
費

その他職員

項

平成１０年度

事務事業名

事業期間

新基本計画
（平成26年～平成30年）

基本施策 12 展開方向 3

予算区分 一般会計

私立高等学校等授業料助成事業

令和２年度以降

款 0903 中大

～

教育委員会事務局

学校教育課

担当部

担当課

10　教育費
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４．総合評価
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削減額・対象
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価
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果

維　持

事務事業評価による額

〇国が令和２年度から、補助制度の見直しの概要を公表しているため、それにあわせて市の助成制
度の見直しを行う必要があり、それにより、必要となる需要額が異なってくる。

予算区分

改善点は見られない 改善点が若干見られる 大いに改善すべき

　制度については、広報･HPでの周知のみでなく、近隣私立高校等へ案内書を送付しPRを行った。公
私立高校間の保護者負担の格差軽減に貢献した。　今後も一定数の需要はあると考える。

　国・県の補助に対する上乗せ補助であり、私立高等学校等へ就学している対象者の数や保護者の
所得状況により、事業費が増減する。

　令和元年度は、市の助成単価を見直し、それぞれの階層で2万円引き上げた。

　国が令和２年度から、補助制度の見直しの概要を公表しているため、それにあわせて市の助成制
度の見直しを行う必要がある。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの
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